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３７ カーボンニュートラルの実現に向けた対策の推進について

（財務省、環境省、経済産業省、国土交通省）

※ Ｗｅｌｌ(油田) ｔｏ Ｗｈｅｅｌ(自動車):燃料・エネルギーの製造段階から走行させる段階まで 

（背景）
○ 国においては、２０２０年１０月、「２０５０年カーボンニュートラル」を宣言す

るとともに、２０２１年４月には、２０３０年度までの温室効果ガス排出量の削減
目標を２０１３年度比で４６％削減することを表明し、同年１０月、「エネルギー基
本計画」と「地球温暖化対策計画」を改定した。また、２０２２年度予算の概算要
求において、２０２１年６月に策定した「地域脱炭素ロードマップ」に基づく自治
体等の取組を支援する「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を新規に要求してい
る。 

○ 本県は日本一の産業県であり、温室効果ガス排出量は全国トップクラスであることか
ら、２０２１年度からカーボンニュートラルの実現に向けた新たな取組に着手すること
とし、「あいちカーボンニュートラル戦略会議」を設置するとともに、事業・企画アイ
デアを募集し、優れたアイデアの事業化を支援していくこととした。その第１弾として、
官民連携で総合的かつ分野横断的にカーボンニュートラルの実現を目指す「矢作川カー
ボンニュートラル（ＣＮ）プロジェクト」に着手した。 

○ ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶは、インフラの整備は進みつつあるものの、依然として本格的
な普及段階に至っていない。そこで、本県では、２０５０年頃の自動車からのＣＯ２排

＜環境首都あいちの推進＞ 

【内容】 

(1) カーボンニュートラルの実現に向けては、特にエネルギー起源ＣＯ２

の削減が重要であることから、再生可能エネルギーの一層の普及に向け

た施策を拡充するとともに、国民・産業界・地方自治体が果たす役割を

踏まえて、地域の脱炭素化を促進する取組を支援すること。 

(2) 今回改定した国の「地球温暖化対策計画」を踏まえ、地域においても

地方公共団体実行計画（区域施策編）の見直しが必要となることから、

温室効果ガス排出量削減目標（２０３０年度に２０１３年度比４６％削

減）の達成に向けた具体的なロードマップを示すこと。 

(3) 地域脱炭素ロードマップに基づく脱炭素先行地域及び重点対策の実

施に係る交付金について、都道府県が実施する市町村をまたぐ流域単位

のプロジェクトなど、地域の脱炭素の基盤となる取組も交付対象とする

こと。 

(4) 電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）・燃料電

池自動車（ＦＣＶ）の大量普及に向けた助成措置（公共部門を含む）の充

実を図るとともに、充電インフラ、水素供給インフラ等の整備促進、運営

費負担の軽減に資する支援制度の拡充を図ること。 

また、Ｗｅｌｌ ｔｏ Ｗｈｅｅｌ※全体でのＣＯ２排出量の削減に向け

て、自動車のゼロエミッション化と併せてエネルギーミックスの改善を着

実に進めること。 

(5) 今後の水素の需要拡大と安定的な利用のためのサプライチェーンの

構築に向けて、国が率先して地域の水素供給拠点の整備に向けた環境づ

くりや規制緩和を進めるとともに、ＣＯ２フリー水素の社会実装に取り

組む企業等に対する中長期的な財政的支援やインセンティブを付与す

る措置を強化すること。 
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出ゼロを目指し、２０３０年度の普及目標（ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの新車販売割合３０％）
とその達成へ向けた取組の方向性を示すため、２０２１年３月に「あいち自動車ゼロ
エミッション化加速プラン」を策定した。 

○ ２０２１年１月に、「名古屋港カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）検討会」が設
置され、水素の利活用を始めとして、名古屋港における脱炭素化の取組が始動した。
これに先立ち、２０２０年３月には、中部圏におけるＣＯ２フリー水素の需要拡大と

安定的な利用のためのサプライチェーン構築を目指す「中部圏水素利用協議会」が設立
され、同年１２月には、早期の水素社会の構築を目指す全国組織「水素バリューチェー
ン推進協議会」も設立されるなど中部から全国へ水素の社会実装に向けた取組が広がり
を見せている。

（ 参 考 ） 
◇ 本県の主な取組及び成果 

計 画 主 な 取 組 成 果 
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住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補
助金 
  2003 年度から市町村と協調し、太陽光

発電設備の導入補助を開始。
その後、家庭用エネルギー管理システ

ム（ＨＥＭＳ）、燃料電池、蓄電池等の
補助メニューを順次拡充。

固定価格買取制度（ＦＩＴ）に 
係る設備認定容量（買取開始分）
     （2021 年３月末現在）

・太陽光（10kW 未満） 
 約 96 万 kW （全国１位） 
・バイオマス 
 約 39 万 kW  （同１位） 
・ＦＩＴ全体 
 約 321 万 kW  （同２位） 

地球温暖化対策計画書制度 
温室効果ガス排出量が相当程度多い

事業者に対して、その削減目標等を定め
た計画書及び状況書の提出を義務付け
るとともに、その内容を評価・公表し、
必要に応じて削減に資する助言を実施。

削減状況 
・2018 年度：3,913 万 t-CO２

・2019 年度：3,712 万 t-CO２

・増 減 率：▲5.1％ 
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自動車税種別割の課税免除 
2012 年からＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶを対

象に、新車新規登録を受けた年度の月割
分及び翌年度から５年度分を全額免除。

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの 
普及台数  （2020 年３月末現在）
 25,294 台（全国１位） 

充電インフラ整備状況 
     （2021 年３月末現在）

1,269 箇所 1,948 基 

先進環境対応自動車導入促進費補助金 
中小企業等の事業者に対し、ＥＶ・

ＰＨＶ・ＦＣＶ等を導入する経費の一部
を補助。   

水素ステーションの整備・運営補助 
国の補助金に上乗せ補助。 

水素ステーション設置箇所数 
     （2021 年９月末現在）
37 箇所(整備中含む、全国１位)

◇ 「中部圏水素利用協議会」（2020 年３月６日設立）

  住友商事㈱、トヨタ自動車㈱、㈱三井住友フィナンシャルグループ始め 15 社が参画。

◇ 「水素バリューチェーン推進協議会」（2020 年 12 月７日設立）

  トヨタ自動車㈱、㈱三井住友フィナンシャルグループ、岩谷産業㈱始め 253 社・団体

が参画。 

補助実績累計（2020 年度末まで）

16 億 2,494 万円 延べ 10 万 8,802 件

2020 年度実績 状況書提出件数：720 事業者 

参考 温室効果ガス排出量（産業・業務部門）の割合（2018 年度） 

       対象事業者 3,913 万 t-CO２／県内 5,249 万 t-CO２＝74.5％

課税免除実績（2020 年度末まで） 30 億 6,840 万円 延べ 33,240 台

EV･PHV･FCV の補助実績（2020 年度末まで） ７億 6,512 万円 延べ 2,008 台 

整備補助実績累計（2020 年度末まで） 20 億 2,414 万円 26 箇所 

運営補助実績累計（2020 年度末まで） 4 億 5,140 万円 28 箇所
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３８ 生物多様性の保全対策等の推進について 

（財務省、環境省）

（背景） 

○ 2021 年及び 2022 年は COP15 が開催される予定であり、COP10 で採択された「愛知

目標」の評価及び新たな世界目標の採択が見込まれている。また、COP10 において

採択された地方自治体に関する「行動計画」の見直しも必要になる。 

  本県は、2016 年８月に設立した「愛知目標達成に向けた国際先進広域自治体連合」

の活動を通じて、世界の地方自治体と連携し、生物多様性保全における自治体の役

割の重要性等を発信するとともに、次期「行動計画」の策定を求めている。 

○ 本県では、「愛知目標」の達成に向けて「あいち生物多様性戦略 2020」を策定し、

生態系ネットワーク形成とミティゲーションの仕組みを組み合わせた本県独自の

「あいち方式」を戦略の中核的な取組と位置付け、推進してきた。2019 年８月には、

生物多様性の取組を中核に据えた「愛知県 SDGs 未来都市計画」を策定し、生物多様

性の主流化に積極的に取り組むこととしている。 

○ 新たな世界目標に関する国際的な議論では、持続可能な開発目標である SDGs や、

2019 年５月に公表された生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策

プラットフォーム（IPBES）の評価書を踏まえ、社会的変革（トランスフォーマティ

ブチェンジ）や生物多様性の主流化が必要とされている。 

○ 本県では、こうした国際的な議論を踏まえつつ、SDGs の理念を踏まえた生物多様

性の新たな戦略「あいち生物多様性戦略 2030」を 2021 年２月に策定したが、市町

村等に対しても戦略の策定や戦略に基づいた取組への支援が必要である。 

○ また、地方自治体間や国との連携・協力を強化するため、国や本県等が主導して

設立した「生物多様性自治体ネットワーク」の活動の充実・発展を図る等、引き続

き国としても積極的に取り組むことが必要である。 

○ 開発に伴うミティゲーション措置については、国は、2014 年６月に「日本の環境

影響評価における生物多様性オフセットの実施に向けて（案）」を取りまとめた。

今後、「生物多様性オフセット」の導入に向け、具体化に向けた取組を推進するこ

とが不可欠である。 

【内容】 

(1) 生物多様性条約第１５回締約国会議（ＣＯＰ１５）で採択される新

たな世界目標において、地方自治体の貢献と役割の重要性が評価され

るとともに、地方自治体に関する新たな「行動計画」が採択されるよ

う努めること。 

(2) 新たな世界目標に対応した国内対策を推進するため国家戦略を早

期に策定するとともに、ＳＤＧｓへの関心の高まりを踏まえつつ、国

内における生物多様性の主流化に積極的に取り組むこと。また、生物

多様性地域戦略の策定促進、生物多様性自治体ネットワークの充実・

発展等、地方自治体の取組向上に積極的に取り組むこと。 

(3) 生物多様性損失の防止に向け、開発に伴うミティゲーション措置の

具体化に向けた取組を推進すること。 

＜環境首都あいちの推進＞  
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（ 参 考 ） 

◇COP10 以降の愛知県の取組 

◇ 愛知目標達成に向けた国際先進広域自治体連合

◇「あいち方式 2030」によるあいち生物多様性戦略 2030 の推進 

あいち生物多様性戦略 2030 は、

あいち方式 2030 を中核的取組方

針としている。「生態系ネットワ

ークの形成」と「生物多様性主流

化の加速」を両輪とし、多くの主

体が連携しながら、10 項目の重点

プロジェクトを中心に様々な施

策を展開する。

～2010 年 10 月 COP10 の開催（愛知県名古屋市）～ 

県内全域での 
生態系ネットワーク協議会設立 

（～2016 年 11 月）
COP13（メキシコ） （2016 年 12 月）

連合による共同声明採択・発表

COP12（韓国） （2014 年 10 月）
サイドイベントの開催

愛知目標を踏まえた新たな世界目標の議論への貢献（COP15 2021 年,2022 年 中国予定） 

国内での取組 海外での取組

生態系ネットワーク形成の強化

「生物多様性自治体ネットワーク」 
の創設を主導      （2011 年～） 

「あいち生物多様性戦略 2020」の策定 
（2013 年３月）

COP11（インド） （2012 年 10 月）
サイドイベントの開催

［ 目  的 ］

生物多様性分野における交流・連携を図ることで、相互に触発し合って取組の更なる強化

を目指す。

連合のリーダーシップにより、世界各地域のサブナショナル政府に対し、取組の活性化を

促す。

［構成メンバー（2021 年３月末現在）］

愛知県（日本）  メキシコ州政府連合（メキシコ）  カンペチェ州（メキシコ） 

カタルーニャ州（スペイン）   江原道（韓国）   江蘇省（中国） 

オンタリオ州（カナダ）  ケベック州（カナダ）   サンパウロ州（ブラジル） 

［支援団体等］ 

   生物多様性条約事務局  Regions4（持続可能な発展のための地方政府ネットワーク） 

  イクレイ 

連合による地方政府間の国際連携の推進
COP14（エジプト）への参加

（2018 年 11 月）

「あいち生物多様性戦略 2030」の策定 
（2021 年２月）
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３９ 水循環再生による伊勢湾･三河湾の水環境の改善について 

（財務省、農林水産省、国土交通省、環境省）

（背景） 

○ 閉鎖性海域である伊勢湾・三河湾では、環境基準の達成率は、ＣＯＤは概ね横ばい、全窒素及

び全燐は改善傾向にあるが、依然として赤潮や貧酸素水塊の発生が見られる。また、生物多様性

の喪失、水辺の減少等の水環境に関する問題も発生している。 

○ これらの問題の解決には、環境、治水、利水などの各分野で個々に施策を実施するだけでなく、

森林から海に至る流域全体において、干潟・浅場の造成、下水道の整備、農業集落排水処理施設

の整備、合併処理浄化槽への転換・整備の促進、間伐等の森林整備、治山施設整備等、各分野の

施策を総合的かつ一体的に推進し、健全な水循環を再生していくことが不可欠である。とりわけ

生物多様性に富んだ豊かな海域環境に再生するためには、水環境に配慮し海域利用を踏まえた適

切な栄養塩類管理等による藻場・干潟の生息・生育環境の改善等の取組を推進することが必要で

ある。 

＜環境首都 あいちの推 進＞  

【内容】 

(1) 森林から海に至る流域全体を視野に入れた健全な水循環を再生するため、水
循環基本法に定める水循環基本計画に基づく施策について、関係府省の連携を
一層強化して総合的かつ一体的に推進すること。 

(2)  伊勢湾・三河湾をきれいで生物多様性に富んだ豊かな海域環境に再生する
ため、閉鎖性水域の実情に応じた汚濁負荷削減の効果的な手法を確立するとと
もに、海域利用を踏まえた栄養塩類の適切な管理方策の検討及び自治体による
海域環境再生の取組への支援を行うこと。 

(3) 水がきれいで、様々な生きものが生息・生育し、人々が親しめる「里海」に
再生するため、ダム堆積砂や河川掘削土を有効活用するなど深掘跡の埋戻しや
覆砂、水質浄化機能を有する干潟・浅場の造成等の事業を促進すること。 

(4) 下水道は水質浄化対策を進める上で重要な役割を担っており、流域下水道及
び公共下水道の積極的な整備、既存施設の改築・更新、高度処理化並びに合流
式下水道の改善を促進するため、十分な財政措置を講じること。 

(5) 農業集落排水処理施設の着実な整備・更新の促進を図ること。また、浄化槽
については、早期に単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換及び管理の向
上に対する施策を講じること。 

(6) 森林の持つ水源かん養や洪水緩和などの公益的機能を十分に発揮していく
ため、伊勢湾・三河湾流域の森林の整備・保全を一層促進すること。 
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○ 本県では、人と水との豊かなかかわりを回復・創造するため、「あいち水循環再生基本構想」に

基づき、県民・事業者・ＮＰＯ・行政が構成員となった「水循環再生地域協議会」を設立し、2008

年３月に県内３地域ごとの「水循環再生行動計画」を取りまとめ、また、2021 年３月には第４

次となる水循環再生行動計画として改定し、流域が一体となった取組を進めている。 

○ さらに、2010年度に、三河湾の海域環境改善に関わる県関係部局（環境部、農林水産部、建設

部）が一体となり、三河湾からの恵みを将来にわたり享受できるように「三河湾里海再生プログ

ラム」を取りまとめるとともに、2013年度には、県民・事業者・ＮＰＯ・行政等の様々な主体が

連携・協働して取り組む内容を「三河湾環境再生プロジェクト行動計画」として取りまとめ、三

河湾の環境再生に向けた取組のより一層の推進を図っている。 

○ 愛知県漁業協同組合連合会からの要望を受け、豊かな海域環境を目指す取組として、漁場にお

ける冬期の栄養塩類を増やすため、県では 2017 年度より三河湾に面する２箇所の下水処理場で

放流水中のリン濃度を増加させる運転を試験的に実施し、その効果と環境への影響を検証してい

るところである。 

○ 生活雑排水を処理せず公共用水域の汚濁の大きな要因となっている単独処理浄化槽は、2019年

度末時点で全国に約375 万基、愛知県では全国一の約32 万８千基が残存しているため、早急な

転換が求められる。 

  2019 年６月に合併処理浄化槽への転換及び管理の向上を目的として浄化槽法が改正された。

本県においても、2019年度から転換に係る補助制度を拡充した。また、同年10月に浄化槽保守

点検業者の登録に関する条例を改正し、優良浄化槽保守点検業者認定制度を創設するとともに、

浄化槽保守点検業者等に対する規制を強化することにより、浄化槽の適正な維持管理の促進を図

っている。 

（ 参 考 ） 

（2020年度末普及率） 

愛 知 県：79.9% 

名古屋市除く：71.4% 

全   国：80.1% 

◇ 伊勢湾・三河湾における環境基準達成率（ＣＯＤ、全窒素及び全燐）の経年変化 

◇ 下水道人口普及率の推移 

（2020年度達成率） 

ＣＯＤ： 55% 

全窒素： 83% 

全 燐：100% 
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４０ ヒアリを含めた特定外来生物対策の推進について 

（財務省、環境省、国土交通省）

（背景） 

○ 本県では、２０１７年以降ヒアリがたびたび確認されており、２０２０年９月に
は、名古屋港の事業者敷地内等で女王アリを含むヒアリが大量に確認された。当該
ヒアリについては駆除を行ったところであるが、定着のリスクが急速に高まってい
る。 

○ ヒアリは、人が刺された場合、体質によってはアナフィラキシー・ショックを起
こす可能性があるなど人体に危険な生物である。また、一旦定着すれば根絶するこ
とは困難となるため、侵入監視による早期発見、早期駆除により定着前に根絶を図
ることが極めて重要と考えられる。 

○ 全国のヒアリ確認事例をみると、定着国や地域からのコンテナ内に付着し、国内
に侵入してくることから、輸出元側での防除対策が非常に重要である。 

○ 本県では、ヒアリの確認以降、港湾関係者、市町村等との連携を強化するととも
に、ホームページを通じた県民の方々への注意喚起、県民の方々からの問合せ窓口
の設置等に取り組んでおり、国からの迅速かつ正確な情報提供等が必要である。 

○ 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律では、生態系等への
影響を踏まえて、環境大臣等が特定外来生物の防除を実施することとされている。 

○ ２０１７年に国内で初めて名古屋港で発見された侵略性の高い外来生物「ブラウ
ジングアント」については、２０２０年１１月に特定外来生物に指定された。今後
ともこういった侵略性の高い外来種については、対策を進めるために、法的に位置
づけることが重要である。 

【内容】 
(1) ヒアリの早期発見及び早期駆除を図るため、海外から貨物が到着す

る港での水際対策を徹底すること。 

(2) ヒアリは、その定着国・地域からのコンテナにより侵入する可能性
が高いことから、海外での貨物の積み込み時における予防的防除が実
施されるよう関係国、関係者に働きかけること。 

(3) ヒアリが確認された場合は、地方自治体に対してヒアリの確認情報
等を迅速かつ正確に提供するとともに、確認地点周辺での調査及び拡
散防止対策を継続して実施すること。 

また、国民に対してヒアリの確認や防除のための正確な情報を分か
りやすく周知すること。 

(4) ヒアリ以外の特定外来生物についても、生態系、人の生命・身体、
農林水産業に対して大きな被害を及ぼし、又は及ぼすおそれがあり、
国民の不安や危機感が高まっていることから、国としてしっかりと侵
入防止、防除に取り組むこと。 

(5) 侵略性が高いと考えられる新たな外来種について、特定外来生物へ
の指定の検討を迅速に進めること。 

＜環境首都あいちの推進＞  
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（ 参 考 ） 

◇ 本県のヒアリの確認状況 

確認年 確認地点 件数 確認状況 個体数

２０１７年
名古屋市・弥富市・飛島村

（名古屋港）、春日井市
６件

コンテナヤード、 

事業者倉庫内 
最大 1,000 個体 

２０１８年
弥富市・飛島村（名古屋港）、

瀬戸市、小牧市
３件

コンテナ内、 

事業者敷地内 
最大 350 個体 

２０１９年 飛島村（名古屋港）、愛西市 １件
コンテナ内、 

事業者倉庫内 
最大 30 個体

２０２０年 飛島村（名古屋港） ２件

コンテナヤード、

事業者敷地内、

臨港道路

最大 1,700 個体以上

２０２１年 弥富市（名古屋港）、常滑市 ２件
コンテナ内、

事業者敷地内
数百個体 

◇ 全国のヒアリの主な確認状況（２０１９年１０月以降） 

確認日 確認地点 確認状況 個体数
女王アリ等

の有無
２０１９年 

１０月２１日

東京都江東区

（東京港）
コンテナヤード 450 個体以上 

女王アリ

オス、幼虫

２０２０年 

６月１１日

神奈川県横浜市

（横浜港）
コンテナヤード 約 300 個体 女王アリ

６月２３日
千葉県千葉市

（千葉港）
貨物船内 1,000 個体以上 

女王アリ

さなぎ、卵

６月２４日 神奈川県川崎市 事業者倉庫内 数百個体 女王アリ

７月１４日
東京都品川区

（東京港）
コンテナヤード 約 1,500 個体 －

８月４日
大阪府大阪市

（大阪港）
コンテナヤード 約 400 個体 －

１０月２日
東京都品川区

（東京港）
コンテナヤード 約 500 個体 幼虫、さなぎ

２０２１年 

５月２５日

東京都江東区

（東京港）
コンテナヤード 約 150 個体 －

８月３０日

東京都品川区

（東京港）
コンテナヤード 約 650 個体 

女王アリ

幼虫、さなぎ

◇ 本県の対応（２０１７年度～） 

（１）国と連携した調査・防除の実施 

○ ヒアリ確認地点の周辺２km 程度の調査（弥富市、飛島村ほか） 

○ ヒアリ分布地域からの定期航路を有する港湾での調査・防除（名古屋港、

三河港） 

（２）ホームページによる県民への注意喚起（２０１７年６月３０日～） 

県内でのヒアリ確認状況、ヒアリと思われるアリを見つけた場合の連絡先 等 

（３）ヒアリに係る問合せ窓口の設置（相談件数：５２２件） 

（４）関係団体等への注意喚起（２０１７年７月～） 

市町村、荷主・運送事業者、県医師会、学校 等 

◇ 本県で確認された特定外来生物（２０２１年８月末現在） 

外来生物法により１５６種の動植物を国が特定外来生物に指定しており、そのう

ち、ヒアリ、カミツキガメ、オオキンケイギク等３５種類が県内で確認されている。


